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現在，１１本においては，医療・検fIf技術の

商度化，期'11分化が進み，さらに，人院''1心

の|策療・ケアから，在宅の場を''1心とする|矢

療・ケアへの移行が推進されており，入院

ベッド数は年々減少している。また，悪性新

411ﾐ物，脳血椅疾懇，心疾患が死|ﾉ〈|の'２位３位

を占めており，病気や治療をコントロールし，

瓶気や治療と付き合う必要がある慢'||§疾患が

急蛸してきている。

加えて，生活料悩病の1伽|に伴い，リiii気が

In度化し医療やケアが頬雑になってきている。

このような''１，｜クミ旅荷や行謹朽の燃え尽き現

象や，うつ状態に椛旭する人の数も贈え，医擁

や府,雀ケアの質の低1くが|川越になっている！)。

さらに近年，１１ﾉkにおいて，年|H1約3.3ﾉﾉ
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日本の精神医療･精神看護の現状と課題，
地域生活移行支援の実態

本迎城では，６同にわたり「州1刑'科におけ

る地域生活移行支援」の現状や課題，推進し

ていくための支援方法や支援システムについ

て述べていく。節llIIIでは，「'１本の粘神医

療・粘神行准の４，l状とI洲辿」「地域ﾉ|ﾐ活移行

支援の意義と砿塑性」について述べる。

1塁bi日本の精神医療．
精神看護の現状と課題

凸精神疾患患者の増加

人の''１殺者があり，ｎ殺率の上昇は社会問題

となり，厚生労働省は自殺予防のためのさま

ざまな取り組みを始めている。

Ｉ'|殺の原|天lとしては，健康問題（649％）が

雌も多く，次いで気分障詳によるもの(43.8％）

となる。2008年の厚生労働省の「患者調査」

によると，1996年には43.3万人だったうつ

病を含む気分障害の総患者数は，2008年に

は104.1万人と，１２年間で２４倍に増加して

おり，健康|H1題に伴ううつ状態や不安状態の

IIL期発兄，結神状態の悪化の予防，うつ病患

苦の医瞭機関への受診が進められているもの

の，成功しているとは言い難いことが報告さ

れている2)。

一方，身体疾想で入院している患者の中に

は，抑うつ，不安，適応障害などを韮し，早

期の粘神的支援が必要な患者が存在し，悪性

ﾙ跡を持つ蝋帝では約２０～40％，冠動脈疾

旭怨群では１６～23％，糖尿病患者では8.5～

27.3％，血液透析怨考では６～34％，SLE患

行で２０～25％，慢性関節リウマチ患者では

１３～20％と言われている。また，身体疾患

蝋皇ij'f(悪性I匝癌や血液疾態，腎。肝疾患など）

の約６削が，’'1等度のうつ状態や不安を持っ

ていることも報杵されている3,4)。
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陣生労働省患者調盗（2008年）

また，うつ状態やうつ病の契機となるＨ{来

撫の第１位は，身体疾患，第２位は生活上の

出来‘Ifであることが明らかとなっているが，

身体疾患を付した際に，どのように適応障害

やうつ病の'Tl期発見と介入ができるかは，粘

神疾患の予防において非常に重要であると言

える。

、精神障害者の入院期間の長期化
態脅の精神状態の悪化の兆候は，２４時|州患

行の身近にいる看護師によって察知されるこ

とが多いが，医療の高度化・複雑化，、ド均在

院｢I数の減少に伴い，看護師にもゆとりがな

くなり，患者の精神状態の悪化を早期に把握

し，適切な精神的支援を提供することが困雌

になってきている5)。すなわち，患者の些細

な変化を早期に把握し，適切なケアヘつなげ

たり，不安や抑うつ状態を呈する患者に精神

的ケアを提供できたりするエネルギーや精神

的余裕が少なくなっていることも，患者の結

神状態の悪化の早期発見を遅らせる要因と

なってきている６)。

一方，１１本の精神障害者の､F均在院'１数は

298.4Ｆ１と世界の｢'1でも長い。精神科病院入

院患者数の内訳は，入院期間１年未満の忠蒋

が40％（長期入院予備群)，入院期間１年以

Ｂ６－地域連携入退院支援Ｖｏｌ５Ｎｏ､１

ｋの旭行が６０％となっており，人院期間が

ｌイド/|と洲の忠仔の''１には，退院後３カノ１未満

でlIj入院を繰り返す辿荷，入院期間が３カ月

以上の忠仔でIIrめられている。また，入院期

間ｌ年以'二の忠荷には，１年以上５年未満が

約30％，５ｲi皇以上１０ｲｆ未満が１０％，１０年以

上が２０％と，長期入院蝋行の数はまだ多い

(図１）。

現ｲlﾐ，桁；I|'灰療においては病院の機能分化

が促進され，急性期治療病棟やスーパー救急

の病棟数が蛸え，桁神障fi淵の退院促進・地

域ﾉ|折支援が祇要視されている。しかし，退

院後期1川H1でのIIj:入院や瞳期人院となりやす

い蝋仔，腿期入院忠荷も多く，粘神障害肴の

退院促進や地域での生活支援が効果的に進ん

でいるとはI帝い難い7)。また，人院怨者には，

統合失洲ﾘii遡行に力||え，Ｉ怖齢社会を反映して

いると高えるI細Iｿii遡行も期えてきている。

さらに，’'水においては|矢師不足や医療の

地域絡維が社会|川越となり，全l-R1的に医師養

成数の剛川咲旅における多職祁lHjでの役割分

}11やチーム医療の推進などが行われている8)。

ﾛ結神看護専門看護師の育成

このような状況をlIIl避するため，１－１本看護

協会は，1994年に(WIj石護師制度（Certified

NurseSpecialist：CNS）を発足させ，疾病構

造の変化，Ｗ'脈病やI細iIllE，心疾患，悪性腫

甥などの慢Ｉ嫉忠の1剛'１，医療経済の変化に伴

う入院'1数の減少と医療技術や診断技術の商度

化・複雑化，医療におけるニーズの多様化に対

応すべく，尚度石謹実践家の養成を始めた。

’１本においては，１９８０年以降，宥誰系大

桝こ力Ⅱえ，人学院は159校と急期している。

その''１で，，前度行誰実践家である秤''11石誰師

を育成する大学院数は，６８大学院，172教育

柵Iilである。呪ｲ|ﾐ，795人の〔Ijii'１１万謹師が存



ｲＩ２し，粘神行謹('j〔liIj稀伽liは１１６人，また，

11本粘神稀准技術協会i認定の認定森,伽liも剛

川してきている。

附沖'1行稚(jIj[|ＩＩｊ行謹師は，病棟や病院でケア

|水I雌になっている忠朽へのiII[接ケア，治療

チームヘのコンサルテーション，治療やケア

の面を向上させるための教育や研究，倫叩的

な問辿に対･する洲幣機能をｲiしている。弊''１１

希護師の成果については，野末や'if佐芙らの

研究報杵がある。

この研究においては，《WIj呑護師が，身体

疾忠をもって粘神状態が一時的に不安定に

なった忠荷や適応障群の懸行，悪性l匝賜で治

療効果が得られない鯉行，慢性疾患のコント

ロールがうまくいかない怨荷，粘神科病院で

長期入院や亜症化した恕行を対象とし，病状，

１１常ﾉlﾐ活，心理社会的側面，家族関係などの

側面から包括的にアセスメントし，精神療法

や症状鴛理，｜|常ﾉ|皇活のIIj椛築，家族瞭法，

治療チームヘのコンサルテーションを行うこ

とで，忠荷の身体状態の恕化の予防，粘神状

態の悪化予防，合併症のM肌狐嘆の減少，粘

神障群街の長期入院の予防，雁症と考えられ

ている粘神障害荷の退院促進と地域生活の促

進，治療チームのケア技法の向上が兄られた

ことが搬杵されている9～17)。

このように，ＩＷＩｌ行Ｉ准師は，懸荷の病気や

治療との共倖を助け，忠行らしいﾉk活の復ﾉﾋ，

忠行にとってのﾉlﾐ活の画を向ｋさせるための

治療とケアを医師と協働して提供している。

しかし，（Ｗ１行I准師数は少なく，医療やケ

アの充実を図るには不卜分であり，また，多

くの病院や施設における宥測ｌｌｉの状況は在院

||数の卿縮化と医療の,I‘;i度化・複雑化，合併

症の蛸加により，多忙を極める。このため，

患者の疾病の|ﾘ燃や11桃予防，地域ケアの促

進，怨仔と向き合いながら治療やケアを催開

することが困難になってきている。

《侭精神障害者の退院支援に
関する行政の取り組みと課題

Ｍ１ﾐ労側衿は，2003年度から精神障害者

退院促進支援’j『業を開始し，2004年度には

実施対象地域を拡大している。また，２００５

年度には，セーフティネット支援対策補助金，

2006年度からは障害者自立支援法の施行に

伴い，都道府県地域生活支援事業が実施され

るようになった。

Ｍ|臭労働行は，2008年度に受け入れ条件

が盤えば退院可能な精神障害者の地域移行支

援として，新たに「精神障害者地域移行支援

特別対策事業」を実施し，精神障害者の退院

促進や地域定蒋に必要な体制整備の調整，地

域体制整備コーディネーターの配置を行って

いる。また，障害者自立支援法で義務付けら

れている第二期障害福祉計画において，２０１１

年度末までの退院者数およびこれに伴う指定

障祥福祉サービスなどの見込み最について，

'二I標仙の設定を行っている'8)。

このように，退院促進支援事業は広がり，

医療施設や地域との連携，地域の受け入れ体

制の強化を|_I的として，2008年度には地域移

行推進且が地域に殿かれ，地域体制整備コー

ディネーターが設けられた。また，ピアサ

ポートの活川，地域の支援体制の課題を地域

で共有し解決できるよう，自立支援協議会の

活川などが促進されている。

しかし，地域移行支援事業が活発化する一

方で，その-‘１１:業内容や予算は自治体によって

異なっている。精神障害者地域移行支援特別

対策聯業の概要を図２に示す。

また，ハ｣〔生労働省は，2011年度より「鯖

地域連携入退院支援Vol､５No.１－８７
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〉精神科病院

精神障害者地域移行・地域定着支援
②平成23年度予算：665,308千円
③実施主体：都道府県，指定都市
⑳補助率：１/２

事業事業の目的「地域を拠点とする共生社会の実現」

精神障害者が住み慣れた地域を拠点とし，本人の意向に

即して，本人が充実した地域生活を送ることができるよ

う関係機関の連携の下で医療，福祉等の支援を行うとい

う観点から，従来の地域生活への移行支援にとどまら

ず，地域生活への移行後の地域への定着支援も行う。

算：６６

地域生活

精神障害者の地域生活に

必要な事業（例示）

日中活動の場
･自立訓練（生活訓練）王
･就労移行支援.就労継続ｔ
支援て

市
･地域活動支援センター町

等票
整

住まいの場備
・グループホーム．す

ｹｱﾎｰﾑ等喜
と

｡相談支援事業を
想

・居住サポート事業 定
°ピアサポート等、-〆

地域への定着支援
■訪問診療●家族支援
●若年者の精神疾患の早期発
見・早期対応
■地域住民の理解の促進

唖j語

福祉施設

|福鍵型Ｉ

宥謹においても，粘神障祥行の退院促進や

地域生活移行支援に関する研究は増えはじめ

ており，病院における忠荷のセルフケアや症

状筏即の促進のためのケア，病院でのケアと

地域資源との連携を強化したケア・マネジメン

トに関する研究，クリティカルパスを川いた退

院促進，訪問呑護を'''心とした退院後の支援体

制の充実が，粘神|鴫¥者の地域′'三活への移行

を推進していることも拙｣ﾃされている'7＃'8)。

また，総合病院における粘神状態の悪化予

防のためのリエゾン粘神肴護専''１１看護師を中

心とした取り細みも噸え，身体疾怨忠者のう

－、

地域生活への移行支援
●必要な体制整備の総合調整
●利用対象者に対する退院への
啓発活動

退院に向けた個別の支援計画
の作成
●院外活動に係る同行支援等

図２精神障害者地域移行支援特別対策事業の概要
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一
，

働きかけ

且

神障裸荷アウトリーチ推進事業」を推進し，

未治療や治療中断している精神障害者に保健

師，看護師，精神保健福祉上，作業療法士な

どの多職種から構成されるアウトリーチ（訪

問）支援を行うことにより，新たな人院およ

びIlj:入院を防ぎ，地域生活が維持できる活動

を試行的に実施し，いくつかの自治体が取り

組みはじめている。

以上のように，厚生労働省，各自治体は，

精神障害者の退院促進や地域生活を積極的に

推進しはじめており，日本精神神経学会の調

盗においても，全国の退院者数は，少しずつ

ではあるが贈えはじめている。まだ，明確な

成果は示されていないが，名実共に精神障害

荷の地域生活移行支援は進みつつある。

Ｚ

働きかけ 。訪問看護

その他活用可能な社会資源

Ｌ

曲精神科看護者に
必要とされる実践
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つ状態の改善や精神状態の悪化予防に貢献し

ていることも明らかとなってきている。

このような取り組みが，患者のケア満足度，

日常生活・社会的機能を高め，患者および家

族のQOLを改善し，患者の地域での生活期間

を長くしていくことが報告されてきている。

その一方で，このような取り組みが一般化し

ているとは言い難く，病院や地域による取り

組みの姿勢や方法が患者の成果に影響を与え

ている。

本連載では，これらの課題を解決する方法

について紹介する予定である。

次回は，地域生活移行支援におけるチーム医

療と看護者の役割について述べる予定である。




